












林地残材を木質ノ〈イオマスとしての活用を推進するため、木材搬出への支援を行いました。

19市町で69事業、合計394,780千円の事業を実施しました。

［課題］

事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。

－木造住宅建築への支援については、税の趣旨を十分に理解して実施する必要がある。

・木材利用は森林の保全につながることを、県民に対して更に周知する必要がある。

－多様な主体と連携し、木材利用の効果や価値、意味を広く県民に周知していく必要がある。

（対策5 地域の身近な水や緑の環境づくり）

［取組状況］

市町が中心となり、住民が森林や自然と触れ合う機会を増大することを臼的とした、散策路や付帯

施設の整備を行いました。また、学校や保育園、子育て支援施設の緑化を行いました。

地域での緑豊かな環境を整備するため、地域の団体等に助成を行いました。

11市町で23事業、合計61,755千円の事業を実施しました。

［課題］

事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。

－生物多様性の保全を含めた、地域での森林の環境保全活動を進める必要がある。

－事業の実施に当たっては、税の趣旨に合致する内容かどうか卜分に吟味する必要がある0

・多くの県民が森林に親しみ、触れることのできる機会を充実させる必要がある。

－都市部などにおいて、より住民の暮らしに身近な場所で木や緑に親しむ機会を増加2:せる必要があ

る。

(3）制度運営等全般にかかること

県では、制度を円滑に運営するため、各種事務や基金の運用を行いました。また、税の目的や意義、

成果を発信することを目的に、成果報告会の開催と成果報告書の作成、ホームページやFacebook「み

んなで支える森林づくり・三重J等、各種媒体を活用した広報活動を行いました。

また、みえ森と緑の県民税評価委員会では、委員による事業の評価を行い、その結果を公表しまし

た。

［課題］

以下のような課題があることがわかりました。

－県民に対し、税の目的や成果を十分に広報する必要がある。

－評価委員会委員に「災害lこ強い森林づくり」を専門とする有識者を登用する必要がある。

・国が導入を予定している「森林環境譲与税（仮称）Jとみえ森と緑の県民税の関係、を整理する必要

がある。

4 国が創設する「森林環境譲与税（仮称）Jとの関係

平成 31年度の導入が予定されている「森林環境譲与税（仮称）Jは、「新たな森林管理システム」

に基づく、市町が実施する条件不利地の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発

等の森林整備及びその促進に関する費用に充当されることとなります。しかし、みえ森と緑の県民税

の導入以降、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めてきましたが、





6. 「みえ森と緑の県民税」を活用した施策

これまでの取組を踏まえ、山崩れや洪水等災害発生のリスクを軽減するような森林樹首を進める施

策と、そのような森林づくりを県民全体で支える社会をつくるための施策の継続が必要と考えます。

2つの基本方針（基本方針 1：災害に強い森林づくり、基本方針2：県民全体で森林を支える社会づ

くり）と、これらに連なる 5つの対策を実施します。

(1）主な事業

①．基本方針 1 災害に強い森林づくり

防災・減災の観点から整備の急がれる森林について、土砂災害防止機能等を高めるために必要

な対策を講じ、災害に強い森林を実現します。
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土砂や流木によって人家や公共

施設に被害が及ばないように、

洪水緩和や土砂災害防止機能等

の森林の働きを発揮させるため

に必要な対策を進める。

① 土石流等の被害を軽減する森林整備

渓流沿いの一定幅広森林を伐採搬出して流木の発生を抑制するとと

もに、残存木の大径化を足進し、樹木の抵抗力で耐えられる土石流等

を緩衝する。また、現地状況に応じて、伐採木を土砂止めとして有効

活用する。

②流域の防災機能強化を図る森林整備

山腹崩壊の発生源となる斜面上部の 0次谷等の凹地形周辺や、渓流

の上部で整備が遅れている森林等について、根系や下層植生の発達を

促す森林整備を実施するロ

③ 森淋内の防災施設等に堆積した土砂や流木除去

治山ダム等の施設に堆積した土砂や流木を撤告し、施設応機能を回

復するロ

＠ 土砂や流木による被害を出さない森林づくりの基礎情報整備

事業の効果的かつ効率的な実施を図るため、森林の現状を的確に把握

し、優先白百に森林劉首を実施する地峨等を判断するための航空しーザ

ー測量キ境界の明確化を実施する。

⑤ 森林の機能を維持するための獣害対策

ニホンジカによる食害等により、森林の持つ土砂流出防止等の機能

が低下することを予防するため、獣害対策を実施する。

等、「土砂や涜木による被害を出さなし森林づくりjに資する事業

① 荒廃した里山や竹林の再生

放置された里山や弦大する竹林の整備を行う。

② 集落周辺の森林整備

人家裏や通学路ぬいで倒木になる恐れのある危険木の除去等を行う。

③ 水i臨林等の公有林化

水源林として重要な森林：や、防災・減災の観点から公的管理が望まし

い森林の公有林化を促進する。

④ 水源林の整備

水源地域等において、水源かλ養機能を高める森林整備を実施する。

⑤ 木質バイオマスの活用

「木の釈プロジェクト」等、林地残材の木質ノミイオマスとしての活

用を促進する。

⑤ 海岸林の整備

防潮・訪風・飛砂防止等、海岸林造成や維持管理を行う。

等、「暮らしに身近な森林づくり」に資する事業
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生活環境の保全や向上のため、

県民の暮らしに関わりの深い森

林について必要な対策を進め

る。









I個人］市町が個人県民税均等害rjに上乗せをして賦課徴収し、県へ払い込む。

［法人］法人が法人県民税均等割に上乗せをして県に申告納付する。

徴収方法

県重一一
一町市

導入時期 平成26年4月 1日より導入

森称づくりに関連する事業に活用するD

※詳細は、前述のとおり

税収の使途

「みえ森と緑の県民税基金jを創設し、使途を明確化する。

※詳細は、後述のとおり

「みえ森と緑の県民税評価委員会j を設置し、事業についての意見や提案をいただくとと

もに、事業結果についての評価検証を行う。

※詳細は、後述のとおり

施行後おおむね5年ごと、またlむ必要に応じ見直しを行う。

※詳細は、後述のとおり

使途の明確化

評価制度

見直し期間

8. 使途の明確化（基金の創設）

「県民税均等割の超過課税方式jの場合、普通税であることから一般財源として扱うこととなりま

す。新たな森林づくりの施策に対して新たな税負担を求めるものであり、超過課税相当分が森林づ一

くりのために使われることを県民の皆様に対して明らかにする必要があります。

このため、「みえ森と緑の県民税基金」を造成し、超過課税相当分を基金に積み立てることで既存

財源と区分して使途を明確化するとともに、事業の結果についても公表することとしますG

9.評価告lj度

第三者による「みえ森と緑の県民税評価委員会Jにより、実施した事業について、毎年度、評価

検証を行い、必要に応じて事業の見直しを行います。これらの結果は、県民の皆様に対して公表し

ます。



＜基金造成と評価制度＞

「回目四回目白－－－ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー回目白】】ー回目『】－－－－，

みえ森と緑の県民税 I I I : 
基金 JU 

処 分

に二三＞

〈二コ

県民

事業者

県

民

税 I 

I 

しー『一一ーーー【ーー【ーー【目白『【ーーーー『ーー同町田町田ーーーー－－－－－回目巳

ヒ竺」
みえ森と緑
の県民税
評価委員会

10.制度の見直し

森林づくりには多くの時間を要することから、一定の事業が展開され効果の検証が必要であること

を考慮し、おおむね5年ごと、または必要に応じ、みえ森と緑の県民税評価委員会により評価・検証

を行い、制度を見直すこととします。
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